






























































































































































































































メーカー 車種 シェアサイズ 価格A＄ 円換算￥（A） 日本価格（B） （A）／（B） 備考
NISSANPULSAR17．9％S 20753 215．8 146．8 1．47 1600，Hatch，4AT
PlNTARA12．O％M 22456 233．5 168，0 1．39 1800，SEDAN，4AT
AUSSIE 21329 221，8 216．0 1．39 2000，Hatch，4AT
155．2 O．72
TOYOTACOLLOLA23．2％S 18450 191．9 ユ67．9 1．14 1600，SEDAN，4AT
17200 178．8 134．6 1，33 1600，Hatch，5M
CAMMRY28．1％M 23350 242．8 188．6 1。孝g 2000，SEDAN，4AT
HONDACIV1C 5．1％S 27900 290．2 156．1 1．92 1600，VTEC，SEDAN，4A
21900 227．8 115．5 1．87 1500，3Dr．5M
（出所）CAR　PRlCE　GUlDE．JAN．’MAR．1992ATTIC　PRESS
　　　月刊rくるま選び』1992．2アポロ出版，P　AXU　Sデータより作成。
　＊（A），（B）の単位はいずれも万円
動するトヨタは小型車でCOLLORA，中型車でCAMMRY，そして輸入メーカー＝ホンダは小型車
の代表格CIVICを取り上げることとする。これらはいずれも現地において各社を代表する主力車
種であるばかりでなく，日本においても主力車種であり，標準的な装備・排気量などを日本におけ
るそれと同じにすることで，現地での販売価格と日本での販売価格が比較可能なものとなる。そし
て，各メーカーごとに車種とオーストラリアにおけるサイズごとのシェア，現地価格と日本円での
換算（1992．1時点）＝（A）と同時期における日本市場での同一ランク車の価格＝（B）、そして（A）
／（B）比率を掲げたのが表3である。
　さて，オーストラリアにおける輸入関税率は92年段階で35％であるから，これを考慮して検討す
ると興味深いことがわかる。
　たとえば，すべての輸入車のみで現地販売しているホンダの場合，CIVICの上位車種（1600㏄）と
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下位車種（1500㏄）で（A）／（B）比率は1．92．1197であり，さらに関税を考慮した（A）／（（B）×1，35））
からも，比率はそれぞれ1．38，1．46となることから，オーストラリアではCVICが我々日本人にとっ
て割高感を伴った高級車として扱われていることがわかる。
　また，トヨタは（A）／（B）比率がいずれも1．35を下回っており，このことは日本からの輸出より
も現地生産を選択した方が有利であることを物語っている。さらに1600㏄ランクの車でみると，
COLLORAはPULSAR，CIVICの日本での販売価格（B）の差に比して，オーストラリアでの価格（A）
の差の方が大きく，しかもCOLLORAがそれら3車種の中で価格最低位に属していることから，
いかに現地で効率のいい経営をしているかがわかる。加えてトヨタはメルボルン郊外のアルトナで
新工場の建設を発表していることを考え合わせると，今後現地での量産体制による規模メリットは
ますます拡大し，（A）／（B）比率をさらに低めると予測される。
　ところで，日産が問題である。今後関税が引き下がっていくにしても，円高の効果と比しどうだ
ろうか。PULSARの場合，（A）／（B）比率は1．47であり，輸出した場合，（A）／（（B）×1．35））＝
1．09であり，92年当時でも輸送費を考慮すると輸出した場合の採算が取れた可能性がある。さらに
毎年2．5％ポイントずつ今後2000年まで関税が引き下がることを考えると，確かに現地生産撤退が
合理的であったように思われる。しかし，93年に始まった円高を考慮すると状況は逆転する。たと
えば，93年の円高は11月にユA＄＝￥75となった。今このレートで輸出したと考えると，93年の関税
は32．5％であるから，
　　　（B）×1，325×A3／￥＝25934．6（A＄）
が現地販売価格となり，完全に今までの価格20753（A＄）を上回ってしまう。それは為替レートの減
価率（＝75／104）が72．1％にたいして，関税が2．5％しか下がっていないからである。今後最終的に
15．O％点まで関税が下がるにしても93年の円高でその部分をすでに越えてしまっているのである。
日産は今後輸出によるオーストラリア市場への参入は難しくなるだろう。
7．結　　　論
　本稿では，問題①として日産の撤退決定が妥当であったかどうかを統計的に検討してきた。まず，
回帰分析による推計結果では，日産の企業体質が現地生産メーカーのそれよりも，むしろ輸入メー
カーの体質に近いということが示された。また，記述統計を使った主力車種による検討では92年2
月の段階で現地生産によらず輸出だけでも採算が見合っていた可能性が示された。その意味では
オーストラリア政府による関税の引き下げ政策は日産を現地から撤退させるのに十分な役割を果た
しており，この撤退は妥当なものだったと言えよう。しかしながらその後の意図せぬ円高のもとで
状況は一変した。すなわち，93年の円高は今後2000年までに予想される関税引き下げによる効果を
打ち消してしまうほどの効果をもっており，この外生的ショックを考慮すると日産は今後輸出戦略
だけではオーストラリア市場においてきわめて厳しい立場になると予想されるからである。この脈
絡でいうと92年の撤退は日産にとってオーストラリア市場での一つのエポックをなす象徴的出来事
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として永く記憶されることになるだろう。
　問題②は他の日系企業との企業戦略の相違を明らかにすることであった。企業戦略の相違を列挙
すれば以下のようになるだろう。
　　トヨタ　　　　現地化戦略
　　三　菱　　　　同　　　上
　　ホンダ　　　　輸出戦略
　　マツダ　　　　同　　　上
　　日　産：現地撤退化するもその後の円高で輸出メーカーとしては厳しい。
　トヨタは現地化戦略をとり，量産体制による規模メリットを生かした現地での価格競争力をつけ
ていくであろうが，企業体質の似ている三菱もまた現地化戦略を取るならばこうした経営努力が必
要となるであろう。ホンダとマッダの企業体質が似ていることは推計結呆からも明かであるが，ホ
ンダが価格競争よりもむしろブランドなどの非価格面で生き残るような輸出戦略を取っていること
に注目したい。マッダもまた円高を考慮すれば何らかの製品差別化に基づく輸出戦略をとることに
なろう。
　私は既に発表している別稿においてオーストラリア政府によるバトン・プランについて述べたこ
とがある畠）。バトン・プランとは84年にバトン商工務大臣によって発表された84年～91年までの自
動車産業に対する政策であり，現在も踏襲されているとされる政策であるが，その中で市場規模が
年間約60万台と小さいオーストラリアでは現地生産メーカーを3社に絞り込む必要を提起してい
る。こうした面から考えてみると日産の撤埠は，国内産業の競争力強化のための関税引き下げ政策
という，いわば国家による絞り込み政策の過程で起こってきた事象といえる。それゆえ今後もオー
ストラリア自動車産業は，国家政策と多国籍企業による様々な関わりを通して実証的に研究分析さ
れねばならないであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注
＊筆者は92年～93年にかけてNew　S㎝th　W副1es大学（在Sydney）で在外研究の機会に恵まれた。本稿は，この時入
手した統計データをもとに93年度第37回経済統計学会全国総会（於　岐阜経済大学）及び94年度多国籍企業研究会
西部部会（於　関西文化サロン）第28回東西合同研究会（於　富士教育研修所）で報告させて戴いた内容を若干加
筆修正したものである。また，山口大の山代研一先生から有益なコメントをいただいた。記して感謝する次第であ
　る。
1）文献1彦照
2）文蝋1×2×3）参照
3）文献4〕参照
4）文醐6彦照
5）文献6〕参照
6）推計式に産業全体（ToωIndustey：TI）が入っていることから，次のような誤解を生むかも知れない。すなわち，
　各個別企業についての合計が産業全体であり，従って各個別企業の販売台数は，他の企業からの制約を当然受け
　ることになるので，それを考慮して，自己の行動が他によって影響を受けるような，互いにリンクしあうような
　違立系が必要であるという見解である。しかしながら，このモデルの推計式における説明変数はGD　Pと為替レー
　　トからなっており，これは企業行動とは独立に決まる外生変数である。従って，こうした推計式は繍十学的にいっ
　て許容される。もっとも各主体どうしをリンクさせるモデルはゲーム論的状況を説明するのに使用されることも
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　多いので，こうした誤解を生むことになっているといえよう。参考までに，国際経済学の1国モデルと2国モデ
　　ルの関係がこの議論にあたる。
7）Aussieブルーバードは日産が92年秋に日本への逆輸入車として期間限定販売を行った，オーストラリア名：
　PINTARAのハッチバック・タイプの車である。それまで日本において同じタイブの車は216万円で販売してい
　　たが，この逆輸入車はなんと155．2万円で販売したのであ乱これはオーストラリア撤退に伴う日産のファイナ
　　ルセールだったと推察される。
8）文醐6）参照
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